研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　五福　　　　　　職　種　看護師　　　　　　　氏　名　横浜　亜希子

	期　　間　　平成20年　9月29日　～　平成20年　9月29日

	出張目的　介護サービス情報の公表制度　　「10の研修テーマ」に係る研修会

	出 張 先　青森市新町1-11-12

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


[所感・考察]　

　自己の看護を振り返ってみると、患者様・利用者様の出来ない部分を探し、その部分への働きかけが多かったと思う。だが、それは看護者の視点であり、押し付けの看護だったのではないかと考える。本人を知る事で、場当たり的な対応ではなく、その人の内的世界を理解した対応が必要なのだと思った。また、身体拘束排除の講義では、問題行動（行動障害）の原因を探り、原因を除去する事が大切であり、その為には、生活歴を知り、関わって行く事が抑制をしない事に繋がるのだと考える。

[研修内容]

説明Ⅰ.日常生活自立支援事業と青年後見制度の違い

　<日常生活自立支援事業>

· 対象者：判断能力が低下し、日常生活を営む事に支障があるが、契約・支援内容を（ある程度）理解できる方が対象となる。

· 援助内容：福祉サービスの利用援助（情報提供・手続きの手伝い等）、日常的金銭管理サービス、書類（通帳・印鑑等）等預かりサービス。これら3つのサービスを提供する事で、利用者の日常生活を支える。

· 申込みや手続きの開始：申込みは社会福祉協議会で、申込者は本人である。相談から契約までは無料であるが、1回の支援に1500円を要する（生活保護受給世帯は無料）。

<青年後見制度>

· 対象者：精神上の障害により事理弁護する能力が不十分な方（補助）、著しく不十分な方（補佐）、

能力を欠く状況にある方（後見）を対象とする。

· 援助内容：身上監護（介護等身の回りの事）、財産管理（日常生活支払い～財産処分・整理まで）

2つの役割を果たし、被後見人の日常生活を支えるための代理権や取消権を与えられる。

· 申込（申立）先：本人の所在地を管轄する家庭裁判所に申立をする。申立が可能な者が定められていて①本人、②配偶者　③四親等以内の親族　④検察官　⑤市町村長である。登記費用や鑑定費用・後見人等への報酬等、費用が掛かる。

ここでの相違点は、日常生活自立支援事業は、利用者との契約で成立している為、判断能力が喪失した方や契約内容が理解できなくなった方は、利用できなくなる。これは、本人の意思を尊重したサービスであり、本人を代理しての行為は出来ないからである。

青年後見人制度は、「後見」にあたる方は契約・判断能力がない為、本人を代理して契約行為を行うことが出来るという事。

講義Ⅱ.認知症の理解とケアのあり方について

　認知症とは、「脳の器質性障害によって生じる持続的な記憶力の低下の状態であり、それが社会的あるいは日常的な生活を行なっていく上で、様々な障害をきたすものであって脳が広範囲な障害を受けた時に出現する一般的な症候である」と定義されている。

健康な物忘れは、体験の一部を忘れ日常生活に支障は生じないが、認知症の物忘れは、時間・体験が抜け落ち、日常生活に支障をきたす事がある。認知症の症状は、中核症状と周辺症状の大きく２つに分かれる。中核症状には、記憶障害・実行機能障害・失行・失認・失語がある。周辺症状には、妄想・幻覚・睡眠障害・食行動異常・徘徊・暴力・暴言・介護抵抗・不安・焦燥・抑うつ等がある。私たち、看護者は、出来ない事に着目し、出来ない部分のアセスメントをしてその部分に働きかける傾向にあるが、これからのケアは、その人が何が出来るのか、その人がどのような生活を望んでいるのかを把握し、その部分に働きかける事が大事である。徘徊や攻撃的行動、妄想、幻覚等はかつて問題行動と呼ばれたが、現在では一般的には行動障害とよばれるようになり、これらの一連の行動・心理症状（BPSD）とよんでいる。具体的な症状への対応については、その人の生活歴を知り関わって行く事が必要である。

講義Ⅲ.身体拘束の理解と排除に向けた取り組みについて

　広い意味での身（心）体拘束とは、①物理的抑制　②科学的抑制　③その他に分かれる。①物理的抑制とは、紐や抑制体で縛る、手袋・つなぎの着用、ベッド柵の使用等を示し、②科学的抑制とは、向精神薬・精神安定剤等の使用を示す。③その他とは、言葉・態度・環境で利用者の行動を制限するといった目に見えない間接的抑制を示す。

　身体拘束というケアが出来たのは、職員が業務・時間に追われ、利用者を見守る時間がない事を理由に危険・事故防止・安全第一という名目で、介護者・看護者の都合で行われてきた。だが、そこには、生活の質の低下、身体や精神の機能の低下、人権擁護（アドボカシー）の観点からの問題等、様々な問題点がある。

　身体拘束廃止の目的は、人としての尊厳と自立を尊重し利用者本位の看護、介護を目指すもの。また、廃止することが目的ではなく高齢者ケアのあり方を利用者本位の視点から問いただし、ケアの質を向上させることとしている。

　身体拘束には様々な問題点があるが、なくならないのは何故か？その原因として、業務改善に必要な人手不足、人権意識の低さ、業務優先の姿勢等が挙げられる。拘束廃止に向けてのポイントは、施設・病院が一丸となり、ケアの方針を確認しながらスタッフ全員への説明と意識統一を図る。また、家族との良好な関係を築く事が必要である。

　身体拘束を行わない為には、5つの基本的ケアを徹底し、身体拘束を誘発する原因を探り、除去に努める。また、身体拘束廃止をきっかけに「よりよいケア」の実現を目指す事が原則として挙げられている。

講義Ⅲ.ターミナルケアへの取り組みと精神的ケアについて

　ターミナルケアとは、死が確実に接近していて、それがあまり遠くないと感じられる患者で、積極的な治療法を取らない方向で医療体制が向いており、症状を軽くさせ、患者と家族の両側を支えようとするようになった時のケアである。

　在宅ターミナルケアが必要とされる背景には、出生率より、死亡者数が多くなった事、国民のニーズの多様化、国の政策（急速に高齢化が進み、看取りの場所の確保の問題）が挙げられる。在宅療養支援診療所の制度化、在宅医療における24時間体制の評価、在宅医療への円滑移行、在宅での看取りの実現、多様な居住での場での療養など、在宅医療が推進されている。在宅死・病院死には夫々、メリット・デメリットがある。在宅死を選択された場合は、本人の意思だけではなく、家族が本人の意思を理解し、受け入れてくれなければ、在宅介護は困難である。そして、訪問時には、本人の看護だけではなく、家族の身体的・精神的ケアも必要である。
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